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(57) Abstract: Provided i s an impact resistant member whicn i s ligni in weight and has a nigh degree o f freedom o f shape and excel
lent impact resistance. A n impact resistant member which i s composed o f a part having an open cross-sectional shape and a rib part
that i s arrangea inside the part having an open cross-sectional shape. A t least one of the part having an open cross -sectional shape
and the rib part i s formed of a carbon fiber-reinforced composite material that contains a thermoplastic resin, and the other may b e
formed o f a thermoplastic resin. This impact resistant member i s characterized in that: the abundance o f thermoplastic resin(s) i n the
impact resistant member i s 30-500 parts b y mass relative to 100 parts b y mass o f the carbon fibers; and the carbon fibers have an av
erage fiber length o f 3-100 mm.

(57) 要約： 軽量で形状 自由度が高 く、耐衝撃性 に優れ る耐衝撃部材 を提供す る提供す る。 開断面部 とそ
の内側 にある リブ部か らな り、該開断面部 と該 リブ部の うち少な くとも一方は熱可塑性樹脂 を含む炭素繊
維強化複合材料か らな リ、他方 は熱可塑性樹脂か らな るものであって もよぃ耐衝撃部材で あって、該耐衝
撃部材 にお ける熱可塑性樹脂の存在量が、炭素繊維 1 0 0 質量部 に対 し 3 0 ~ 5 0 0 質量部であ り、該炭
素繊維の平均繊維長が 3 ~ 1 0 0 m m であることを特徴 とす る耐衝撃部材。
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明 細 書

発明の名称 ：耐衝撃部材

技術分野

[0001 ] 本発明は、開断面部 とその内側 にある リブ部か らな り、該開断面部 と該 リ

プ部のうち少な くとも一方は熱可塑性樹脂 を含む炭素繊維強化複合材料か ら

な り、他方は熱可塑性樹脂か らなるものであってもよぃ耐衝撃部材に関する

。 さらには、航空機、 自動車、電車、二輪車など移動体に好ま しく用い られ

る耐衝撃部材に関する。

背景技術

[0002] 移動体には衝突時に衝撃 を吸収する部分 と衝撃 に耐え乗員空間を保護する

部分が求め られている。近年、移動体の燃費向上や走行性能の向上などの観

点か ら軽量化に関する要望が高まってお り、それ らに用い られる筐体ゃ部材

などについても軽量 高剛性が求め られるようになつてきた。一方で、衝突

時の安全性 に対 してますます高い水準が定め られる傾向にあ り、軽量化 と乗

員空間保護の両立がますます重要 となってきている。

[0003] このような背景か ら樹脂や複合材料を用いた乗員空間保護構造体が多数開

示されている。例えば、特許文献 1 には長繊維強化複合材料か らなる骨格部

材を複数組み合わせた構造体が示されている。 これにより、一端か ら入力さ

れた荷重を他端 に伝達できるが、形状 自由度は少な く、対応可能な入力荷重

方向も繊維方向に限 られる。 また、長繊維 をある範囲内で配向させた部材を

組み合わせる必要があるため成形が複雑 にな り、製造タク 卜及び製造 コス ト

が高かった。

—方、特許文献 2 には合成樹脂 を用いた構造体が示されている。 この構造

体は形状 自由度が高 く、 リプを設けることで剛性 を高 くすることが出来るが

、耐衝撃性が低 く、大 きな衝撃 に対 しては、構造体の質量が重 くなつて しま

ラ。

先行技術文献



特許文献
[0004] 特許文献1 ：曰本国特開 2 0 0 8 —6 8 7 2 0 号公報

特許文献2 ：曰本国特開平 6 _ 3 0 5 3 7 8 号公報

発明の概要

発明が解決しょうとする課題

[0005] 本発明の課題は、軽量で形状自由度が高く、耐衝撃性に優れ、さらには長

さ方向、幅方向、高さ方向のそれぞれから入力された荷重への耐衝撃性に優

れる耐衝撃部材及びその製造方法を提供することである。

課題を解決するための手段

[0006] かかる課題を解決するため、本発明者 らは鋭意検討の結果、本発明に到達

した。すなわち、本発明は、開断面部とその内側にあるリブ部からなり、該

開断面部と該 リプ部のうち少なくとも一方は熱可塑性樹脂を含む炭素繊維強

化複合材料からなり、他方は熱可塑性樹脂からなるものであってもよぃ耐衝

撃部材であって、該耐衝撃部材における熱可塑性樹脂の存在量が、炭素繊維

0 0 質量部に対 し3 0 ~ 1 0 0 0 質量部であり、該炭素繊維の平均繊維長

が 3 m m~ 0 0 m mであることを特徴とする耐衝撃部材である。

発明の効果

[0007] 本発明によれば、軽量で形状自由度が高く、耐衝撃性に優れた耐衝撃部材

を製造する事が可能になる。更に、軽量で形状自由度が高く、耐衝撃性に優

れた耐衝撃部材を高効率に製造することのできる製造方法が提供できる。

図面の簡単な説明

[0008] [ 図1] 本発明の第 1実施形態 （開断面部の板体の総面積に対 して、 リブ部の総

面積の割合が 1 8 % ) の斜視図。

[ 図2] 本発明の第 2 実施形態 （開断面部の板体の総面積に対 して、 リブ部の総

面積の割合が 5 3 % ) の斜視図。

[ 図3] 本発明の第 3 実施形態 （開断面部の板体の総面積に対 して、 リブ部の総

面積の割合が4 8 % ) の斜視図。



[ 図4] 本発明の第 4 実施形態 （開断面部の板体の総面積 に対 して、 リブ部の総

面積の割合が 4 4 % ) の斜視図。

[ 図5] 本発明の第 5 実施形態 （開断面部の板体の総面積 に対 して、 リブ部の総

面積の割合が 6 5 % ) の斜視図。

[ 図6] 本発明の第 6 実施形態 （開断面部の板体の総面積 に対 して、 リブ部の総

面積の割合が 2 5 % ) の斜視図。

[ 図7] 本発明の第 7 実施形態 （開断面部の板体の総面積 に対 して、 リブ部の総

面積の割合が 4 2 % ) の斜視図。

[ 図8] 本発明の第 8 実施形態 （開断面部の板体の総面積 に対 して、 リブ部の総

面積の割合が 2 0 % ) の斜視図。

[ 図9] 本発明の第 9 実施形態 （開断面部の板体の総面積 に対 して、 リブ部の総

面積の割合が 6 0 % ) の斜視図。

[ 図 10] 本発明の第 1 0 実施形態 （開断面部の板体の総面積 に対 して、 リブ部

の総面積の割合が 3 4 % ) の斜視図。

[ 図 11] 比較形態の斜視図。

発明を実施するための形態

[0009] 本発明は、開断面部 とその内側 にある リプ部か らなる耐衝撃部材であ り、

該開断面部 と該 リプ部の うち少な くとも一方は熱可塑性樹脂 を含む炭素繊維

強化複合材料か らな り、他方は熱可塑性樹脂か らなるものであ ってもよい耐

衝撃部材である。上記炭素繊維強化複合材料 と しては、熱可塑性樹脂 中に不

連続の炭素繊維が面内において無作為 に配向 して存在する、等方性のもので

あると好 ま しい。以下、本発明の耐衝撃部材の実施形態 について説明するが

、本発明はこれ らに制限されるものではない。

[001 0] [ 耐衝撃部材 ]

本発明の耐衝撃部材は、開断面部 とその内側 にある リブ部か らな り、該開

断面部 と該 リプ部の うち少な くとも一方は熱可塑性樹脂 を含む炭素繊維強化

複合材料か らな り、他方は熱可塑性樹脂か らなるものであ ってもよぃ耐衝撃

部材であ って、該耐衝撃部材 における熱可塑性樹脂の存在量が、炭素繊維 1



0 0 質量部 に対 し3 0 ~ 1 0 0 0 質量部 であ り、 該炭素繊維 の平均繊維長 が

3 0 0 m m であ る ことを特徴 とす るものであ る。

本発 明の耐衝撃部材 が、 開断面部 と リプ部 の うち一方 が炭素繊維強化複合

材料 か らな り、他方 が熱可塑性樹脂 か らな る場合、炭素繊維強化複合材料 に

含 まれ る熱可塑性樹脂 と、他方 の熱可塑性樹脂 とは同 じ種類 であ って も別 の

種類 であ って もよい。

本発 明の耐衝撃部材 においては、 開断面部 と リプ部 のいずれ も炭素繊維強

化複合材料 か らな るものであ る と好 ま しく、 開断面部 と リプ部 をなす炭素繊

維強化複合材料 は同 じ種類 であ って も異 な る種類 の ものであ って もよい。

図 1 に本発 明の実施形態 の例 を示 す。 図 1 に図示 の とお り、 開断面部 を 1

、 リブ部 を 2 で示 す。

開断面部 とは、 断面 がハ ツ 卜形状 コの字形状 な ど開断面形状 に構成 され

た構造体 であ り、 その内側 に一対 の対 向す る面 （対 向面） と、 これ ら一対 の

対 向面 の縁 をつな ぐ底面 とを有 す る。 リプ部 とは開断面部 の内側 に伸 びた部

位 の ことであ る。 開断面部 の内側 とは、 開断面部 を仮 に閉 じた場合 に中空 と

な る部分 の ことであ る。

[001 1] リプ部 は開断面部 の内側 にあ る底面 に対 して垂 直方 向 に伸 びて設 け られ る

ことが好 ま しい。 なお、底面 に対 して垂 直方 向 に伸 び る とは、底面 に対 して

厳密 に直角 でな くとも良 く、本発 明の意 図 を損 なわない程度 に任意 の角度 や

金型 の抜 き勾配 を確保 す るための角度 を取 る事 が可能 であ る。 この場合、 開

断面部 と リプ部 が成 す角度 は 3 0 ~ 9 0 度 が好 ま しく、 4 0 ~ 9 0 度 が よ り

好 ま しい。 開断面部 と リブ部 の間 には、本発 明の意 図 を損 なわない程度 に任

意 の面取 りや曲率 を加 える ことも可能 であ る。面取 りや曲率 の寸法 に特 に制

限はないが、面取 りの場合 は C O . 2 0 m m 曲率 の場合 は R O . 2 ~

0 m m が好 ま しい。

[001 2] リブ部 の数 に制 限は無 く、 1 つ または複数 であ って も構 わない。 リブ部 の

形状 の種類 に制 限はな く、 1 種類 または複数 の種類 が組み合わ さ っていて も

良い。



リブ部 は開断面部 と一体 に成形 されていても良い し、例 えば、 リブ部 には

炭素繊維複合材料 を用い、開断面部 には熱可塑性樹脂 を用いるな ど して別体

で成形 した後 に接合 されていても構わないが、耐衝撃性能 を良 くするために

、炭素繊維複合材料 を用いて、一体で成形 されていることが好 ま しい。 ここ

で言 う耐衝撃性能は、衝撃荷重の方向に限定されない。

[001 3] [ 開断面部 ]

本発明の耐衝撃部材 において、開断面部 とは、実質的に面状である複数の

板体 によ り開断面 を形成する構造体であ り、 リプ部の基礎 となる部位の こと

を言 う。図 1 に本発明の実施形態の例 を示すが、開断面部 を 1 、開断面部 内

側 を 4 で示す。なお、上記の板体 とは平板 に限 らず、 いわゆる曲板であ って

もよい。

[0014] 開断面部の各面は完全 に面状である必要はな く、部分的な凹凸や ビー ドを

有 していても良い。凹凸や ビ一 ドの高さや幅 に特 に制限はないが、高さは基

礎 となる開断面部の板厚の 0 . 5 ~ 2 倍 とすることが好 ま しい。通気、ボル

卜締結、配線な どのための貫通 口を有 しても良い。 この場合、耐衝撃部材 （

成形体）の成形 と同時に型内でシャ一な どを用いて開孔 させてもよ く、後加

ェ と して ドリル、打ち抜 き、切削加工な どで開孔 させても良い。開断面部の

板厚 は特 に制限はないが、 0 . 2 ~ 5 m m が好 ま しく、 1 ~ 3 m m がさ らに

好 ま しい。開断面部の板厚 は均一である必要はな く、局所的に増減 させるこ

とも可能である。 この場合、板厚の増減幅 に特 に制限はないが、基礎 となる

開断面部の板厚の 3 0 ~ 3 0 0 % が好 ま しく、 5 0 ~ 2 0 0 % がさ らに好 ま

しい。板厚 は段階的に変化 させることも可能であ り、テ一パ一や曲率 を持た

せて連続的に変化 させることも可能であるが、応力集中を回避するという観

点か ら連続的に変化 させるのが好 ま しい。

[001 5] [ リブ部 ]

本発明の耐衝撃部材 において、 リブ部 とは、前述の開断面部の内側 に伸び

た部位の ことを言い、開断面部の内側 に垂直方向に伸びた部位であることが

好 ま しい。



また、本発明の耐衝撃部材は、 その リブ部が前述の開断面部の対向 してい

る面 （対向面） どう しをつな ぐ構造 を有するものであると好 ま しい。 リブ部

が開断面部の対向面 をつな ぐよう設置することで、耐衝撃性 によ り優れた耐

衝撃部材 とすることがで きる。なお、上記の、 リブ部が開断面部の対向面 ど

う しをつな ぐ構造 とは、該対向面 どう しが直接、同 じリプ部 によ りつながれ

るものだけでな く、例 えば、図 7 に示すように該対向面の間に壁状 に設 け ら

れた リプ部 と各 々の対向面の リプ部がつながることによ り、間接的に該対向

面 どう しが リプ部でつながる構造であ っても良い。

本発明の耐衝撃部材 と しては、図 1 な どに示すように、 リプ部 を 2 つ以上

有するものであるとよ り耐衝撃性が高 くな り好 ま しい。

本発明の耐衝撃部材 と しては、 リブ部の高さが、開断面部の底面か らの開

口部の高さに対 して 5 % ~ 1 0 0 %の割合 にあると好 ま しい。例 えば、図 8

に示す耐衝撃性部材 における、 リプ部の高さの開断面部の開口部の高さに対

する比は 7 0 %である。

上記の リプ部の高さ割合 と しては、開口部の高さが変化 している場合は、

最 も低 いところを 1 0 0 % と した、 リブ部の高さの割合でも良 く、高さが異

なる リプ部が複数ある耐衝撃部材 においては、最 も高い リプ部の高さを用い

て求めた割合でもよい。更に、耐衝撃部材の開断面部の底面の板体が、断面

が弧状な どの曲板の場合は、最下部 を基準 とする リプ部ゃ開口部の高さか ら

、 リブ部の高さ割合 を算出 してもよい。

本発明の耐衝撃部材 と しては、開断面部の板体 に対 して垂直 （略垂直であ

つてもよい）な リブ部 を有するものであると好 ま しい。前記の とお り、開断

面部の内側の底面 にある板体 に対 して垂直な リプ部であると好 ま しく、 また

、対向面の板体 に対 して垂直であると好 ま しく、図 2 に示す耐衝撃性部材等

のように底面の板体 と対向面の板体のいずれにも垂直な リプ部であ つても好

ま しい。

本発明の耐衝撃部材 と しては、開断面部 に直行する面 に対 して対称な リプ

部 を有するものであ っても好 ま しい。開断面部 に直行する面 とは、例 えば、



図 1 の耐衝撃部材 において、底面の板体 に直交 し、対向する 2 面 （2 つの対

向面）の中間で 2 等分する仮想面等があげ られる。

本発明の耐衝撃部材 と しては、開断面部の板体の総面積 に対 して、 リブ部

の総面積の割合が 1 % 以上 となるよう リプが形成 されているものであると好

ま しい。 リプ部の総面積が 1 % 以上であると、 よ り有用な耐衝撃部材 とな り

好 ま しい。本発明の耐衝撃部材は、 リブ部の総面積の割合が 1 0 0 % 、 つま

り、開断面部の板体の総面積 と リプ部の総面積 とが等 しいものであ ってもよ

く、 また、極端 に リプ数 を増やすな ど して、 リプ部の総面積の割合が 1 0 0

% を超すものであ ってもよいが、好 ま しい範囲 と しては 1 0 ~ 8 0 % が挙 げ

られる。

図 1 に示す本発明の実施形態の例 において、 リプ部 を 2 で示す。 リプ部の

高さは特 に制限はないが、 1 ~ 3 0 0 m m が好 ま しく、 5 ~ 1 0 0 m m が更

に好 ま しい。 リブ部の高さは均一である必要はな く、局所的に増減 させるこ

とも可能である。 リブ部高さの増減幅 に特 に制限はな く、最大高さの 1 0 ~

9 0 % が好 ま しく用い られ、 2 0 ~ 8 0 % がさ らに好 ま しく用い られる。 リ

プ部の板厚 に特 に制限は無 く、開断面部 と同 じであ ってもよ く、異な ってい

ても良い。

リプ部の板厚 は 0 2 ~ 1 0 0 m m が好 ま しく、 1 ~ 5 0 m m がさ らに好

ま しい。 リブ部の板厚 は均一である必要はな く、局所的に増減 させることも

可能である。 この場合、増減幅 に特 に制限はないが、基礎 となる リブ部板厚

の 2 0 ~ 5 0 0 % が好 ま しく、 5 0 ~ 2 0 0 % がさ らに好 ま しい。板厚 は段

階的に変化 させることも可能であ り、テーパ ー や曲率 を持たせて連続的に変

化 させることも可能であるが、応力集中を回避するという観点か ら連続的に

変化 させるのが好 ま しい。 また、 リブ部 には、本発明の意図を損なわない程

度 に、金型の抜 き勾配 を確保するための角度 を設 けることが好 ま しい。金型

の抜 き勾配は 0 ~ 4 5 度 が好 ま しく、 0 ~ 1 0 度 がさ らに好 ま しい。

[ パ ネル部 ]

本発明の耐衝撃部材は、更に開断面部の端部 に連続するパネル部 を有する



ことが好 ま しい。

本発明の耐衝撃部材 において、パネル部 とは、実質的に面状で開断面部の

端部 に連続する部位の ことを言 う。図 1 に示す本発明の実施形態の例 におい

て、パネル部 を 3 で示す。パネル部 は完全 に面状である必要はな く、部分的

な凹凸ゃ ビ一 ドを有 していても良い。凹凸ゃ ビ一 ドの高さや幅 に特 に制限は

ないが、高さは基礎 となるパネル部板厚の 0 . 5 ~ 2 倍 とすることが好 ま し

し、。通気、ボル ト締結、配線な どのための貫通 口を有 しても良い。 この場合

、耐衝撃部材 （成形体）の成形 と同時に型内でシャ一な どを用いて開孔 させ

てもよ く、後加工 と して ドリル、打ち抜 き、切削加工な どで開孔 させても良

し、。パネル部の板厚 は特 に制限はないが、 0 . 2 ~ 5 m m が好 ま しく、 1 ~

3 m m がさ らに好 ま しい。パネル部の板厚 は均一である必要はな く、局所的

に増減 させることも可能である。 この場合、板厚の増減幅 に特 に制限はない

が、基礎 となるパネル部板厚の 3 0 ~ 3 0 0 % が好 ま しく、 5 0 ~ 2 0 0 %

がさ らに好 ま しい。板厚 は段階的に変化 させることも可能であ り、テ一パ一

や曲率 を持たせて連続的に変化 させることも可能であるが、応力集中を回避

するという観点か ら連続的に変化 させるのが好 ま しい。パネル部 は開断面部

と一体 に成形 されていても良い し、別体で成形 した後 に接合 されていても構

わないが、耐衝撃性能 を良 くするために一体で成形 されていることが好 ま し

し、。 さ らには開断面部 と リプ部 とパネル部 を一体成形 した耐衝撃部材 とする

ことが好 ま しい。

[ 熱可塑性樹脂 ]

本発明の耐衝撃部材 における、熱可塑性樹脂の存在量は、炭素繊維 1 0 0

質量部 に対 し、 3 0 ~ 1 0 0 0 質量部である。 よ り好 ま しくは、炭素繊維 1

0 0 質量部 に対 し、熱可塑性樹脂の存在量が 3 0 ~ 5 0 0 質量部であ り、更

に好 ま しくは、 3 0 ~ 2 0 0 質量部であ り、特 に好 ま しくは、 6 0 ~ 2 0 0

質量部である。

本発明の耐衝撃部材 と して、 よ り好 ま しくは、開断面部 および リブ部、更

にはパネル部 もふ くめた全体が炭素繊維強化複合材料 によ りなるものであ り



、かつ、 その炭素繊維強化複合材料 における、熱可塑性樹脂の存在量が、炭

素繊維 1 0 0 質量部 に対 し、 3 0 ~ 1 0 0 0 質量部 となるものである。 よ り

一層好 ま しくは、炭素繊維 1 0 0 質量部 に対 し、熱可塑性樹脂の存在量が 3

0 ~ 5 0 0 質量部のものであ り、更に好 ま しくは、 3 0 ~ 2 0 0 質量部のも

のであ り、特 に好 ま しくは、 6 0 ~ 2 0 0 質量部のものである。

本発明において用い られる熱可塑性樹脂 と しては、特 に制限はないが、塩

化 ビニル樹脂、塩化 ビニ リデ ン樹脂、酢酸 ビニル樹脂、ポ リビニル アル コ一

ル樹脂、ポ リスチ レン樹脂、 アク リロニ トリル —スチ レン樹脂 （A S 樹脂）

、 アク リロニ トリル 一ブタジエ ン一スチ レン樹脂 （A B S 樹脂）、 アク リル

樹脂、 メタク リル樹脂、ポ リエチ レン樹脂、ポ リプロピレン樹脂、ポ リアミ

ド樹脂 （例 えば、ポ リアミ ド6 樹脂、ポ リアミ ド1 1 樹脂、ポ リアミ ド1 2

樹脂、ポ リアミ ド4 6 樹脂、ポ リアミ ド6 6 樹脂、ポ リアミ ド6 0 樹脂）

、ポ リアセタール樹脂、ポ リ力一ボネ一 卜樹脂、ポ リエチ レンテ レフタ レ一

卜樹脂、ポ リエチ レンナフタ レ一 卜樹脂、ボ リプチ レンテ レフタ レ一 卜樹脂

、ポ リア リ レー 卜樹脂、ポ リフエ二 レンエ ー テ ル樹脂、ポ リフエ二 レンスル

フィ ド樹脂、ポ リスルホ ン樹脂、ポ リエーテルスルホ ン樹脂、ポ リエーテル

ェ一テルケ トン樹脂、ポ リ乳酸樹脂、 および これ らの樹脂か ら選ばれる 2 種

類以上の混合物 （樹脂組成物）等か らなる群か ら選択 された少な くとも 1 種

が好 ま しく挙 げ られる。熱可塑性樹脂 と して好 ま しくはポ リカ一ボネ一 卜樹

月旨、ポ リエステル樹脂、ポ リ力一ボネ一 卜、 A B S 樹脂、ポ リフエ二 レンェ

—テル樹脂、ポ リアミ ド樹脂 および これ らの樹脂か ら選ばれる 2 種類以上の

混合物か らなる群か ら選択 された少な くとも 1 種 であ り、 よ り好 ま しくは、

ポ リアミ ド樹脂又はポ リエステル樹脂である。

上記の樹脂組成物 と しては、ポ リカ一ボネ一 卜樹脂 とポ リエステル樹脂の

組成物、ポ リ力一ボネ一 卜とA B S 樹脂 との組成物、ポ リフエ二 レンェ一テ

ル樹脂 とポ リアミ ド樹脂の組成物、ポ リアミ ド樹脂 とA B S 樹脂の組成物、

およびポ リェステル樹脂 とポ リアミ ド樹脂の組成物等か らなる群か ら選択 さ

れた少な くとも 1 種 が、 よ り好 ま しい。



なお、本発明の 目的を損なわない範囲で、炭素繊維強化複合材料や熱可塑

性樹脂 に機能性の充填材ゃ添加剤 を含有 させても良い。例 えば、有機 / 無機

フィラー、難燃剤、耐 u v 剤、顔料、離型剤、軟化剤、可塑剤、界面活性剤

な どが挙 げ られるが、 この限 りではない。

[001 9] [ 耐衝撃部材 に含 まれる炭素繊維 ]

本発明の耐衝撃部材 を構成する炭素繊維複合材料 に含 まれる炭素繊維 は、

平均繊維長が 3 m m以上 1 0 0 m m以下の不連続なものである。 これによつ

て、静的な強度 剛性だけでな く、衝撃的な荷重や長期の疲労荷重 に対 して

も高い物性 を示す耐衝撃部材 となる。平均繊維長が 3 m m未満であると、耐

衝撃部材の物性が低 くなるという問題があ り、 1 0 0 m m よ り長いと炭素繊

維の取扱い性が悪 くなるという問題がある。炭素繊維の平均繊維長は 8 m m

以上が好 ま しく、 1 0 m m以上がよ り好 ま しく、 1 5 m m以上がよ り—層好

ま しく、 2 0 m m以上が更に好 ま しい。 また、炭素繊維の繊維長は 8 0 m m

以下が好 ま しく、 6 0 m m以下がよ り好 ま しい。特 に好 ま しい平均繊維長 と

しては 8 m m ~ 8 0 m m が挙 げ られる。

[0020] 本発明の耐衝撃部材は、炭素繊維強化複合材料中に含 まれる炭素繊維が、

下記式 （1 )

臨界単糸数 = 6 0 0 / D ( 1 )

( ここで D は炭素繊維の平均繊維径 （ m ) である）

で定義 される臨界単糸数以上で構成 される炭素繊維束 （A ) の、炭素繊維全

量 に対する割合が 2 0 V o 1% 以上 9 9 ソ 0 I % 以下であることが好 ま しい

本発明の耐衝撃部材は、炭素繊維強化複合材料中に含 まれる炭素繊維が、

上記式 （1 ) で定義 される臨界単糸数以上で構成 される炭素繊維束 （A ) の

について、該炭素繊維強化複合材料中の炭素繊維全量 に対する割合が 2 0 V

o 1% 以上 9 9 ソ 0 1% 未満であ り、かつ炭素繊維束 （A ) 中の平均繊維数

( N ) が下記式 （2 ) を満たす ことがよ り好 ま しい。

0 . 7 X 1 0 4 / D 2 < N < 1 X 1 0 5 / D 2 ( 2 )



( ここで D は炭素繊維の平均繊維径 （ m ) である）

[0021 ] 上記の炭素繊維全量に対する炭素繊維束 （A ) の割合が 2 0 V o I % 未満

になると、表面品位 に優れる耐衝撃部材が得 られるという利点はあるものの

、機械物性 に優れた耐衝撃部材が得 に くくなる。炭素繊維束 （A ) の割合が

9 9 V o 1% を超えると、繊維の交絡部が局部的に厚 くな り、薄肉のものが

得 られに くくなる。炭素繊維束 （A ) の割合 と して、好ま しくは 3 0 V o I

% 以上 9 0 V o I % 未満であ り、 より好ま しくは 3 0 V o I % 以上 8 0 V o

I % 未満である。

[0022] なお、上記の炭素繊維束 （A ) について別の表現 をすると、本発明の耐衝

撃部材は、 これを構成する炭素繊維強化複合材料中で、炭素繊維のうち 2 0

V o I % 以上 9 9 V o I % 以下が、前記式 （1 ) で定義 される臨界単糸数以

上で構成 される炭素繊維束 （A ) にな り、残 りの 1 V o 1% 以上 8 0 ソ 0 I

% 以下の炭素繊維は、単糸の状態 または上記の臨界単糸数未満で構成 される

繊維束 とな り、熱可塑性樹脂 に分散 している。 また本発明の耐衝撃部材を構

成する炭素繊維強化複合材料では、臨界単糸数以上で構成 される炭素繊維束

( A ) 中の平均繊維数 （N ) が下記式 （2 ) を満たすものであると、厚みが

0 . 2 m m程度の薄肉の部分を有する耐衝撃部材の場合にも特 に表面が

平滑で、均一な厚みを有するものとな り好ま しい。

0 . 7 X 1 0 4 / D 2 < N < 1 X 1 0 5 D 2 ( 2 )

( ここで D は炭素繊維の平均繊維径 （ m ) である）

[0023] 炭素繊維束 （A ) 中の平均繊維数 （N ) は具体的には、炭素繊維の平均繊

維径が 5 ~ 7 Ί である場合、臨界単糸数は 8 6 ~ 1 2 0 本 とな り、炭素繊

維の平均繊維径が 5 mである場合、繊維束中の平均繊維数は 2 8 0 本超 4

0 0 0 本未満の範囲となるが、なかでも 6 0 0 本〜 2 5 0 0 本であることが

好ま しく、 より好ま しくは 6 0 0 ~ 1 6 0 0 本である。炭素繊維の平均繊維

径が 7 mの場合、繊維束中の平均繊維数は 1 4 2 本超 2 0 4 0 本未満の範

囲となるが、なかでも 3 0 0 ~ 1 6 0 0 本であることが好ま しい。更に好ま

しくは 3 0 0 ~ 8 0 0 本である。



炭素繊維束 （A ) 中の平均繊維数 （N ) が0 . 7 X 1 0 4 D 2以下の場合

、高い繊維体積含有率 （V f ) を得ることが困難となる。また炭素繊維束 （

A ) 中の平均繊維数 （N ) が 1 X 1 0 5 / D 2以上の場合、局部的に厚い部分

が生じ、ボイドの原因となる可能性がある。上記の炭素繊維束 （A ) 中の平

均繊維数 （N ) としては、以下式 （2 ) を満たすものであるとより好まし

い。

0 . 7 X 0 4 / D 2< N < 6 X 1 0 4 / D 2 ( 2 )

(ここでDは炭素繊維の平均繊維径 （ m) である）

[0024] 本発明の耐衝撃部材は、底面内の任意の方向、および同一面内でこれと直

交する方向 （以下、それぞれ0 度方向と9 0 度方向と称することがある）に

ついての引張弾性率の、大きい方の値を小さい方の値で割った比 （以下、E

と略することがある）が 1 . 0 ~ 1 . 3 であると好ましい。E は、材料

の等方性の指標であり、E が2 未満であると等方性とされ、 1 . 3 以下で

あると等方性が特に優れているとされる。また、開断面部、リブ部、及びパ

ネル部から選ばれる 1つ以上の部位に、連続繊維が熱可塑性樹脂中に一方向

にそろえて配置されている一方向材層を有する構成とすることも好ましい。

[0025] 本発明の耐衝撃部材は、開断面部の熱可塑性樹脂の存在量 （炭素繊維 1 0

0 質量部あたりの質量部）と、リブ部の熱可塑性樹脂の存在量 （炭素繊維 1

0 0 質量部あたりの質量部）から、下記式 （ί )

熱可塑性樹脂存在量比 （％) = 1 0 0 X ( リプ部の熱可塑性樹脂の存在

量一開断面部の熱可塑性樹脂の存在量）/ 開断面部の熱可塑性樹脂の存在量

( )

で求められる熱可塑性樹脂存在量比が— 6 0 % ~ + 4 5 %であると好ましく

、 _ 4 0 %〜十3 0 %であるとより好ましく、_ 2 0 %〜十2 0 %であると

更に好ましく、_ 1 0 % ~ + 1 0 %であるとより一層好ましく、0 %、つま

り、開断面部とリプ部で熱可塑性樹脂存在量が等しいと特に好ましい。

本発明の耐衝撃部材は、上記の熱可塑性樹脂存在比が— 6 0 % ~ 4 5 %で

あり、かつ、開断面部の底面内の任意の方向及び同一面内でこれと直交する



方向についての引張弾性率の、大きい方の値を小さい方の値で割った比が 1

. 0 . 3 であることがより好ましい。

本発明の耐衝撃部材は、該耐衝撃部材における開断面部及び リプ部の熱可

塑性樹脂の存在量が等 しく、開断面部の底面内の任意の方向及び同一面内で

これと直交する方向についての引張弾性率の、大きい方の値を小さい方の値

で割った比が 1 . 0 . 3 であることがより好ましい。

[0026] 本発明の耐衝撃部材は、該耐衝撃部材の耐衝撃性能が4 X 1 0 1 1 ( N g

) 以上であることが好ましく、 7 X 1 0 1 1以上 （N 3 g ) であることがより

好ましく、 1 X 1 0 1 2 ( N 3 / g ) であることが更に好ましい。耐衝撃性能は

、耐衝撃部材を用いる部位により適宜調整が可能であるが、 4 X 1 0 1 1 ( N 3

/ g ) 以上であれば、耐衝撃部材として十分な性能を発揮することができる

。耐衝撃性能について特に上限は無いが、 5 X 1 0 3 ( N 3 / g ) 以下で、多

くの用途に充分である。

耐衝撃性能は、耐衝撃部材を高速圧縮 した際の耐荷重を測定することで評

価できる。すなわち、耐衝撃部材の長さ方向と幅方向と高さ方向の耐荷重の

積を、耐衝撃部材の質量で割ることで、一方向以外の入力に対する性能も加

味 した評価を行うことができる。

耐荷重は、例えば、落錘試験機を用いて測定することができる。

[0027] < 耐衝撃部材の製造方法>

本発明の耐衝撃部材の好ましい製造方法は、平均繊維長が 3 m m以上 1 0

0 m m以下の炭素繊維と熱可塑性樹脂とから構成されるランダムマツ卜であ

つて、炭素繊維が 2 5 ~ 3 0 0 0 g m 2 の目付であり、下記式 （1 )

臨界単糸数= 6 0 0 / D ( 1 )

( ここでDは炭素繊維の平均繊維径 （ m) である）

で定義される臨界単糸数以上で構成される炭素繊維束 （A ) の、ランダムマ

ッ卜中の炭素繊維全量に対する割合が 2 O V o I %以上 9 9 V o I %以下で

あるものを用いて、プレス成形を行う製造方法である。

本発明の耐衝撃部材のより好ましい製造方法は、繊維長 3 ~ 1 0 0 m mの



炭素繊維と熱可塑性樹脂とから構成され、炭素繊維が 2 5 3 0 0 0 g / m 2

の目付けであり、上記式 （1 ) で定義される臨界単糸数以上で構成される炭

素繊維束 （A ) の、ランダムマットの炭素繊維全量に対する割合が 2 O V o

1%以上 9 9 ソ 0 1%未満であり、かつ炭素繊維束 （A ) 中の平均繊維数 （

N ) が前記式 （2 ) を満たすことを特徴とするランダムマットをプレス成形

する製造方法である。

製造効率からは、 1 回のプレス成形にて、開断面部とリブ部を有する耐衝

撃部材を得るのが好ましいが、開断面部とリブ部を別々に成形 してから、こ

れらを接合 して耐衝撃部材としても良く、開断面部とリプ部のうち一方を上

記のとおりランダムマツ卜をプレス成形 して得て、他方は別の方法により得

て、これらを接合 しても良い。

本発明はこのような耐衝撃部材の好ましい製造方法を包含する。本発明に

より平均繊維長が 3 ~ 1 0 0 m m といった比較的長い炭素繊維を、熱可塑性

樹脂の存在量が、炭素繊維 1 0 0 質量部に対 し3 0 ~ 1 0 0 0 質量部といつ

た高充填率で満た して、形状自由度が高く、耐衝撃性に優れ、さらには長さ

方向、幅方向、高さ方向のそれぞれから入力された荷重への耐衝撃性に優れ

る耐衝撃部材を提供できる。

[0028] 金型を熱可塑性樹脂の軟化点以上に加熱 してプレス成形 した後に、金型と

製品を熱可塑性樹脂の軟化点未満に冷却するホッ卜プレスも適用可能であり

、ランダムマツ卜を用いたプリプレダを熱可塑樹脂の軟化点以上に加熱 し、

熱可塑樹脂の軟化点未満の温度を有する金型でプレス成形するコール ドブレ

スも適用可能である。本発明方法においてはこのような複雑形状のものも一

回の成形で得ることが可能であり、開断面部とリプ部とパネル部を一体成形

して耐衝撃部材を得ることが可能である。なお、本願において、熱可塑性樹

脂の軟化点とは、該熱可塑性樹脂が結晶性の場合は融点を、該熱可塑性樹脂

が非晶性の場合はガラス転移点のことを指す。

[0029] < ランダムマツ卜>

本発明の耐衝撃部材の製造方法にて用いられるランダムマツ卜は、平均繊



維長が 3 m m以上 1 0 O m m以下の炭素繊維 と熱可塑性樹脂 とか ら構成 され

、炭素繊維が 2 5 ~ 3 0 0 0 g m 2 の 目付であ り、前記式 （1 ) で定義 され

る臨界単糸数以上で構成 される炭素繊維束 （A ) の、 ランダムマ ッ トの繊維

全量 に対する割合が 2 O V o I % 以上 9 9 V o I % 以下であ り、かつ炭素繊

維束 （A ) 中の平均繊維数 （N ) が前記式 （2 ) を満たすものである。

本発明において、 ランダムマ ッ トとは、炭素繊維が絡みあ ったマ ッ ト状物

に熱可塑性樹脂が付着 した物 を指す。

[0030] ランダムマ ッ ト中の炭素繊維、熱可塑性樹脂、 および炭素繊維束 （A ) の

詳細 については、耐衝撃部材 を構成する炭素繊維強化複合材料 について前述

した とお りであるが、以下の とお り補足する。

ランダムマ ツ 卜の面内において、炭素繊維 は特定の方向に配向 してお らず

、無作為な方向に分散 して配置 されている。本発明の製造方法で用い られる

ランダムマ ッ 卜は等方性の材料であることが好 ま しい。 ランダムマ ッ 卜よ り

耐衝撃部材 を得た場合 に、 ランダムマ ッ ト中の炭素繊維の等方性 は、耐衝撃

部材 においても維持 される。 ランダムマ ツ 卜よ り耐衝撃部材 を得て、該耐衝

撃部材 について、互いに直交する二方向の引張弾性率の大 きい方の値の小さ

い方の値 に対する比 （E ) を求めることで、 ランダムマ ッ トおよびそれか

ら得 られる耐衝撃部材の等方性 を定量的に評価で きる。 E が 2 未満である

耐衝撃部材は等方性 とされ、 1 . 3 以下である耐衝撃部材は特 に等方性が優

れているとされる。

[0031 ] まず、本発明の耐衝撃部材の製造方法で用い られるランダムマ ッ トにおい

て、 ランダムマ ッ トの繊維全量 に対する、炭素繊維束 （A ) の割合が 2 0 V

o I % 未満 になると、表面品位 に優れる耐衝撃部材が得 られるという利点は

あるものの、機械物性 に優れた耐衝撃部材が得 に くくなる。炭素繊維束 （A

) の割合が 9 9 V o 1% を超 えると、繊維の交絡部が局部的に厚 くな り、薄

肉のものが得 られに くくなる。 ランダムマ ッ トにおける炭素繊維束 （A ) の

割合は、好 ま しくは 3 0 V o I % 以上 9 0 V o I % 未満であ り、 よ り好 ま し

くは 3 0 V o I % 以上 8 0 V o I % 未満である。



[0032] 本発明の耐衝撃部材を構成する炭素繊維複合材料について述べたとおり、

ランダムマツ卜についても、炭素繊維束 （A ) 中の平均繊維数 （N ) が、前

記式 （2 ) を満たすものであると好ましい。該平均繊維数 （N ) が 0 . 7 X

1 0 4 D 2以下のランダムマツ卜を用いた場合、高い炭素繊維体積含有率 （

V f ) の耐衝撃部材を得ることが困難となる。また、該平均繊維数 （N ) が

1 X 0 5 / D 2以上のランダムマツ卜を用いる場合、局部的に厚い部分が生

じ、ボイ ドの原因となりやすい。上記の炭素繊維束 （A ) 中の平均繊維数 （

N ) としては、以下式 （2 ) を満たすものであるとより好ましい。

0 . 7 X 0 4 / D 2 < N < 6 X 1 0 4 / D 2 ( 2 ' )

( ここでDは炭素繊維の平均繊維径 （ m) である）

[0033] 更に、本発明の耐衝撃部材の製造方法で用いられるランダムマットを用い

て含浸〜成形を行い、 1 m m以下の薄肉な耐衝撃部材を得ようとした場合、

単純に分繊 しただけの繊維を用いたのでは、疎密が大きく、良好な物性が得

られない。又、全ての繊維を開繊 した場合には、より薄いものを得ることは

容易になるが、繊維の交絡が多くなり、繊維体積含有率の高いものが得 られ

ない。前記式 （1 ) で定義される臨界単糸以上の炭素繊維束 （A ) と、単糸

の状態又は臨界単糸数未満の炭素繊維 （B ) を、耐衝撃部材を為す炭素繊維

強化複合材料に同時に存在させることにより、薄肉であり、物性発現率の高

ぃ耐衝撃部材を実現することが可能である。本発明の製造方法は、各種の厚

みの耐衝撃部材を提供することが可能であるが、厚みが 0 . 2 ~ 1 m m程度

の薄肉の耐衝撃部材を得るのに特に好適である。

[0034] 本発明の耐衝撃部材の製造方法で用いられるランダムマツ卜の厚さにとく

に制限はなく、 1 ~ 1 5 0 m m厚みのものを得ることができる。本発明のラ

ンダムマッ卜より薄肉の耐衝撃部材が得 られるという本発明の効果を発揮す

る点では、 2 ~ 1 0 0 m m厚みとすることが好ましい。また、ランダムマツ

卜は適当な加圧または減圧装置を用いて、使いやすい厚みに減容 してから次

の工程で使用 しても良い。

[0035] 本発明の耐衝撃部材の製造方法に用いられるランダムマツ卜に含まれる炭



素繊維 および熱可塑性樹脂の存在量 を質量基準で示す と、好 ま しくは炭素繊

維 1 0 0 質量部 に対 し3 0 ~ 1 0 0 0 質量部、 よ り好 ま しくは 3 0 ~ 5 0 0

質量部、 よ り一層好 ま しくは 5 0 ~ 5 0 0 質量部であ り、更に好 ま しくは、

炭素繊維 1 0 0 質量部 に対 し、熱可塑性樹脂 6 0 ~ 2 0 0 質量部である。炭

素繊維 1 0 0 質量部 に対する熱可塑性樹脂の割合が 3 0 質量部 よ り少ないと

、得 られる炭素繊維強化複合材料中にボイ ドが発生 しやす くな り、強度ゃ剛

性が低 くなる虞がある。逆 に、熱可塑性樹脂の割合が 1 0 0 0 質量部 よ り多

くなると炭素繊維の補強効果が発現 しに くい可能性がある。

< プ リプ レダ>

本発明において、 コール ドプ レス成形 を行 う場合、 ランダムマ ッ トを、 そ

の含有する熱可塑性樹脂の軟化点以上熱分解温度未満の温度 まで加熱、つま

り、熱可塑性樹脂が結晶性の場合はランダムマ ツ 卜を融点以上熱分解温度未

満の温度 まで、非晶性の場合はガラス転移温度以上熱分解温度未満の温度 ま

で加熱することで、熱可塑性樹脂 を含浸 させ プ リプ レダを得て成形 に用いる

。 プ リプ レダにおける炭素繊維の形態はランダムマ ツ 卜中における状態 を保

つている。すなわち、 プ リプ レダ中の炭素繊維 はランダムマ ッ トにおける繊

維長や等方性、開繊程度 を維持 してお り、上記のランダムマ ッ トに記載 した

もの と同様である。

つまり、本発明には、繊維長 3 ~ 1 0 0 m m の炭素繊維 と熱可塑性樹脂 と

か ら構成 され、炭素繊維が 2 5 ~ 3 0 0 0 g / m 2 の 目付 けであ り、前記式

( 1 ) で定義 される臨界単糸数以上で構成 される炭素繊維束 （A ) の、 ラン

ダムマ ツ 卜の炭素繊維全量 に対する割合が 2 O V o I % 以上 9 9 V o I % 未

満であ り、かつ炭素繊維束 （A ) 中の平均繊維数 （N ) が前記式 （2 ) を満

たす ことを特徴 とするランダムマ ツ 卜を、熱可塑性樹脂の軟化点以上熱分解

温度未満の温度 まで加熱 して得 られるプ リプ レダと し、該 プ リプ レダをプ レ

ス成形 して得 ることを特徴 とする、前記の耐衝撃部材 を製造する方法の発明

も包含 される。

なお、上記の熱分解温度 についてよ り具体的に言 うと空気中の熱分解温度



であると好ましい。

[0037] 本発明の耐衝撃部材は、図 1 に示 した態様のもの限定されず、例えば、図

2 0 に示す態様とすることもできる。

実施例

[0038] 以下、本発明を実施例により更に具体的に説明するが、本発明はこれによ

り何等限定を受けるものでは無い。なお、使用する熱可塑性樹脂について、

ナイロン6 の融点は 2 2 5 °C、熱分解温度（空気中）は3 0 0 °Cであり、ポリ

プチレンテレフタレ一 卜の融点は 2 3 0 °C、熱分解温度（空気中）は3 0 0 °C

である。

[0039] 1 ) ランダムマットにおける炭素繊維束の分析

ランダムマッ卜を 1 0 0 m m X l O O m m程度に切 り出す。切 り出したラ

ンダムマツ卜より、繊維束をピンセットで全て取り出し、炭素繊維束 （A )

の束の数 （I ) および炭素繊維束の長さ （L i ) と質量 （W i ) を測定 し、

記録する。 ピンセットにて取り出すことができない程度に繊維束が小さいも

のについては、まとめて最後に質量を測定する （W k ) 。質量の測定には、

1 / 0 0 m g ( 0 . 0 m g ) まで測定可能な天秤を用いる。

ランダムマットに使用 している炭素繊維の繊維径 （D ) より、臨界単糸数

を計算 し、臨界単糸数以上の炭素繊維束 （A ) と、それ以外に分ける。なお

、 2 種類以上の炭素繊維が使用されている場合には、繊維の種類毎に分け、

各々について測定及び評価を行う。

炭素繊維束 （A ) の平均繊維数 （N ) の求め方は以下の通りである。

各炭素繊維束中の繊維本数 （N i ) は使用 している炭素繊維の繊度 （F )

より、次式により求められる。

N i = W i / ( L i X F )

炭素繊維束 （A ) 中の平均繊維数 （N ) は、炭素繊維束 （A ) の束の数 （

I ) より、次式により求められる。

N = ∑ N i / I

炭素繊維束 （A ) のランダムマツ卜の繊維全量に対する割合 （V R ) は、



炭素繊維の密度 （P ) を用いて次式により求め られる。

V R = ∑ (W i / p ) X 0 0 / ( (W k + ∑ W i ) / p )

[0040] 2 ) 耐衝撃部材に含まれる炭素繊維の平均繊維長の分析

得 られた耐衝撃部材に含まれる炭素繊維の平均繊維長は、 5 0 0 °C X 1 時

間程度、炉内にて樹脂を除去 した後、無作為に抽出 した炭素繊維 1 0 0 本の

長さをノギスおよびルーペで 1 m m単位 まで測定 して記録 し、測定 した全て

の炭素繊維の長さ （L ί 、 ここで ί = 1 ~ 1 0 0 の整数）か ら、次式により

平均繊維長 （L a ) を求めた。

L a = ∑ L i / 0 0

なお、ランダムマツ 卜中の炭素繊維の平均繊維長についても上記 と同様の

方法で測定することができる。

[0041 ] 3 ) 耐衝撃部材における炭素繊維束分析

耐衝撃部材について、 5 0 C X 1 時間程度、炉内にて樹脂を除去 した後

、上記のランダムマツ 卜における方法 と同様に して測定 した。

[0042] 4 ) 耐衝撃部材における繊維 と樹脂の存在量の分析

耐衝撃部材の開断面部、パネル部及び リブ部より試験片を切出 し、それぞ

れ 5 0 0 °C X 時間、炉内にて樹脂を燃焼除去 し、処理前後の試料の質量を

秤量することによつて炭素繊維分 と樹脂分の質量を算出 した。

[0043] 5 ) 引張弾性率試験

ウォータ一ジエツ 卜を用いて耐衝撃部材か ら試験片を切出 し、開断面部の

底面内の任意の方向及び同一面内でこれと直交する方向について、 A & D社

製のテンシロン万能試験機 を用いて、引張弾性率を測定 し、大きい方の値を

小さい方の値で割 った比を算出 した。

[0044] 6 ) 耐衝撃性評価方法

落錘試験機 を用いて、耐衝撃部材を高速圧縮 した際の耐荷重を測定 した。

一方向以外の入力に対する性能も加味 した評価を行 うために、長さ方向と幅

方向と高さ方向の耐荷重の積を部材質量で割 った値により評価を行 った。

[0045] [ 参考例 1 ]



強化繊維 と しての炭素繊維 （東邦テナ ックス社製 ：テナ ックス （登録商標

) S T S 4 0 - 2 4 K S (繊維径 7 m ) を 2 0 m m幅 に広 げなが ら、繊維

長 1 O m m にカッ トし、炭素繊維の供給量 を 8 2 0 g / 分 でテ一パ一管 内に

導入 し、テーパ ー管 内で空気を炭素繊維 に吹 き付 けて繊維束 を部分的に開繊

しつつ、テ一パ一管 出口の下部 に設置 したテ一プル上 に散布 した。

また、マ トリックス樹脂 と して、平均粒径が約 1 m m に冷凍粉砕 したナイ

ロン 6 (ポ リアミ ド6 ：以下 P A 6 と記載することがある）樹脂 （宇部興産

製 1 0 1 5 B ) を 1 0 0 0 g / 分 でテーパ ー管 内に供給 し、炭素繊維 と同時

に散布することで、平均繊維長 1 O m m の炭素繊維 と P A 6 が混合 されたラ

ンダムマ ツ 卜を得た。 このランダムマ ツ 卜の強化繊維 （炭素繊維）体積含有

率 （V f ) は 3 5 % 、強化繊維の 目付は 9 1 0 g m 2 であ った。得 られたラ

ンダムマ ツ 卜の平均繊維長 （L a ) 及び強化繊維束 （A ) の割合 と、平均繊

維数 （N ) を調べた ところ、平均繊維長 （L a ) は 1 O m m、式 （1 ) で定

義 される臨界単糸数 は 8 6 であ り、強化繊維束 （A ) の、 マ ッ トの繊維全量

に対する割合は 3 3 % 、強化繊維束 （A ) 中の平均繊維数 （N ) は 2 3 0 で

あ った。 ランダムマ ッ トにおける強化繊維の形態 を観察 した ところ、強化繊

維の繊維軸 は面 とほぼ平行 にあ り、面内においては無作為 に分散 されていた

[参考例 2 ]

強化繊維 と しての炭素繊維 （東邦テナ ックス社製 ：テナ ックス （登録商標

) S T S 4 0 - 2 4 K S (繊維径 7 m ) を長 さ 4 m m にカッ トし、炭素繊

維の供給量 を 2 4 0 g / 分 でテーパ ー管 内に導入 し、テーパ ー管 内で空気を

炭素繊維 に吹 き付 けて繊維束 をほぼ完全 に単糸状 になるまで開繊 しつつ、テ

—パ一管 出口の下部 に設置 したテ一プル上 に散布 した。

またマ トリックス樹脂 と して、平均粒径が約 1 m m に冷凍粉砕 したナイ口

ン 6 樹脂 （宇部興産製 1 0 1 5 B ) を 1 4 0 0 g / 分 でテ ーパ ー管 内に供給

し、炭素繊維 と同時に散布することで、平均繊維長 4 m m の炭素繊維 と P A

6 が混合 されたランダムマ ッ トを得た。 このランダムマ ッ トの強化繊維 （炭



素繊維）体積含有率 （V f ) は 1 0 %、強化繊維の目付は 2 6 0 g m 2であ

つた。得 られたランダムマツ卜の平均繊維長 （L a ) 及び強化繊維束 （A )

の割合と、平均繊維数 （N ) を調べたところ、平均繊維長は4 m m、式 （1

) で定義される臨界単糸数は 8 6 であり、強化繊維束 （A ) は観測されなか

つた。得 られたランダムマツ卜における強化繊維の形態を観察 したところ、

強化繊維の繊維軸は面とほぼ平行にあり、面内においては無作為に分散され

ていた。

[0047] [参考例 3 ]

強化繊維としての炭素繊維 （東邦テナックス社製 ：テナックス （登録商標

) H T S 4 0 - K S (繊維径 7 m 繊維幅 1 O m m) ) を繊維長 3 0

m mにカツ卜し、炭素繊維の供給量を9 5 0 g / 分でテ一パ一管内に導入 し

、テーパー管内で空気を炭素繊維に吹き付けて繊維束を部分的に開繊 しつつ

、テ一パ一管出口の下部に設置 したテ一プル上に散布 した。

また、マ トリックス樹脂として、平均粒径が約 1 m mに冷凍粉砕 したポリ

プチレンテレフタレ一 卜樹脂 （以下 P B T と記載することがある、ポリブラ

スチック製 D U R A N E X (登録商標） 2 0 0 2 ) を 1 0 6 0 g / 分でテ一

パ一管内に供給 し、炭素繊維と同時に散布することで、平均繊維長 3 O m m

の炭素繊維とP B T が混合されたランダムマッ卜を得た。このランダムマッ

卜の強化繊維 （炭素繊維）体積含有率 （V f ) は4 0 %、強化繊維の目付は

1 0 5 0 g m 2であった。得 られたランダムマットの平均繊維長 （L a ) 及

び強化繊維束 （A ) の割合と、平均繊維数 （N ) を調べたところ、平均繊維

長 （L a ) は 3 0 m m、式 （1 ) で定義される臨界単糸数は 8 6 であり、強

化繊維束 （A ) の、マツ卜の繊維全量に対する割合は 8 5 %、強化繊維束 （

A ) 中の平均繊維数 （N ) は 1 5 0 0 であった。ランダムマットにおける強

化繊維の形態を観察 したところ、強化繊維の繊維軸は面とほぼ平行にあり、

面内においては無作為に分散されていた。

[0048] [ 実施例 1 ]

参考例 3 で得 られたランダムマツ卜を、含浸用の平板金型がセッ卜された



川崎油ェ製 プ レス機 を用いて 2 6 0 °C、 4 M P a で 5 分間ホ ッ 卜プ レス した

後、 5 0 °C まで冷却 して、炭素繊維 1 0 0 質量部 に対 して P B T が 1 1 2 質

量部存在する強化繊維の 目付が 1 0 5 0 g / m 2 のプ リプ レダを得た。

次 に、得 られたプ リプ レダを N G K キル ンテ ック製の I R オープンを用い

て 2 6 0 °C に加熱 して 1 O M P a の圧力で 6 0 秒 間コール ドプ レス し、図 2

に示すような成形体 （耐衝撃部材）を得た。

本実施例の形状 は幅 4 0 m m、長 さ 5 0 m m、高さ 2 2 m m、厚み 2 m m

の開断面部 と、厚み 2 m m の リブ部か らなる。耐衝撃部材 における炭素繊維

の平均繊維長は 3 O m m であ り、炭素繊維束 （A ) の割合は 8 5 % 、炭素繊

維束 （A ) 中の平均繊維数 （N ) は 1 5 0 0 であ った。開断面部 とパネル部

の炭素繊維 1 0 0 質量部 に対する熱可塑性樹脂の存在量は 1 1 2 質量部、 リ

プ部の熱可塑性樹脂の存在量は 1 1 2 質量部、及び開断面部の底面内の任意

の方向及び同一面内で これ と直交する方向についての引張弾性率の比はいず

れも 1 . 0 2 であ った。

この構成での耐衝撃性能は 1 . 6 X 1 0 1 2 N 3 / g であ り、 この耐衝撃部材

は、長 さ方向、幅方向、高さ方向のそれぞれか ら入力された荷重への耐衝撃

性 に優れることが分か った。

[ 実施例 2 ]

参考例 1 で得 られたランダムマ ッ 卜を、含浸用の平板金型がセ ッ 卜された

川崎油ェ製 プ レス機 を用いて 2 6 0 °C、 4 M P a で 5 分間ホ ッ 卜プ レス した

後、 5 0 °C まで冷却 して、炭素繊維 1 0 0 質量部 に対 して ？六 6 が 1 2 2 質

量部存在する強化繊維の 目付が 9 0 g / m 2 のプ リプ レダを得た。

次 に、得 られたプ リプ レダを N G K キル ンテ ック製の I R オープンを用い

て 2 6 0 °C に加熱 して 1 O M P a の圧力で 6 0 秒 間コール ドプ レス し、図 4

に示すような成形体 （耐衝撃部材）を得た。

本実施例の形状 は幅 4 0 m m、長 さ 5 0 m m、高さ 2 2 m m、厚み 2 m m

の開断面部 と、厚み 2 m m の リブ部か らなる。耐衝撃部材 における炭素繊維

の平均繊維長は 1 O m m であ り、炭素繊維束 （A ) の割合は 3 3 % 、炭素繊



維束 （A ) 中の平均繊維数 （N ) は 2 3 0 であ った。開断面部 とパネル部の

炭素繊維 1 0 0 質量部 に対する熱可塑性樹脂の存在量は 1 2 2 質量部、 リ ブ

部の熱可塑性樹脂の存在量は 1 2 2 質量部、及び開断面部の底面内の任意の

方向及び同一面内で これ と直交する方向についての引張弾性率の比はいずれ

も 1 . 0 5 であ った。 この構成での耐衝撃性能は 1 . 6 X 1 0 1 2 N 3 g であ

り、 この耐衝撃部材は、長 さ方向、幅方向、高さ方向のそれぞれか ら入力さ

れた荷重への耐衝撃性 に優れることが分か った。

[0050] [ 比較例 1 ]

参考例 1 で得 られたランダムマ ツ 卜よ り、実施例 2 と同様 にプ リプ レグを

得て、得 られたプ リプ レダを、 N G K キル ンテ ック製の I R オープンを用い

て 2 6 0 °C に加熱 して 3 O M P a の圧力で 6 0 秒間コール ドプ レス し、図 1

1 に示すような耐衝撃部材 を得た。本実施例の形状 は幅 4 O m m 長 さ 5 0

m m、高さ 2 2 m m、厚み 2 m m の開断面部か らなる。耐衝撃部材 における

炭素繊維の平均繊維長は 1 O m m であ り、炭素繊維束 （A ) の割合は 3 3 %

、炭素繊維束 （A ) 中の平均繊維数 （N ) は 2 3 0 であ った。開断面部 とパ

ネル部の炭素繊維 1 0 0 質量部 に対する熱可塑性樹脂の存在量は 1 2 2 質量

部、及び開断面部の底面内の任意の方向及び同一面内で これ と直交する方向

についての引張弾性率の比は 1 . 0 5 であ った。 この構成での耐衝撃性能は

1 . 1 X 1 0 1 1 N 3 / g であ った。本実施例 と比較 して構造剛性が弱 く、耐衝

撃性能は低 い結果 とな った。

[0051 ] [ 実施例 3 ]

参考例 2 で得 られたランダムマ ッ 卜を、含浸用の平板金型がセ ッ 卜された

川崎油ェ製 プ レス機 を用いて 2 6 0 °C、 4 M P a で 5 分間ホ ッ 卜プ レス した

後、 5 0 °C まで冷却 して、炭素繊維 1 0 0 質量部 に対 して P A 6 が 5 8 3 質

量部存在する強化繊維の 目付が 2 6 0 g / m 2 のプ リプ レダを得た。

次 に、得 られたプ リプ レダを N G K キル ンテ ック製の I R オープンを用い

て 2 6 0 °C に加熱 して 1 O M P a の圧力で 6 0 秒間コール ドプ レス し、実施

例 2 と同様の形状 を得た。耐衝撃部材 における炭素繊維の平均繊維長は 4 m



mであり、炭素繊維束 （A ) は観測されなかった。開断面部とパネル部の炭

素繊維 1 0 0 質量部に対する熱可塑性樹脂の存在量は5 8 3 質量部、リプ部

の熱可塑性樹脂の存在量は5 8 3 質量部、及び開断面部の底面内の任意の方

向及び同一面内でこれと直交する方向についての引張弾性率の比はいずれも

1 . 0 6 であった。この構成での耐衝撃性能は3 . 2 X 1 0 1 1 N 3 g であつ

た。

産業上の利用可能性

[0052] 本発明によれば、軽量で形状自由度が高く、耐衝撃性に優れた耐衝撃部材

を提供することが可能になる。

更に、軽量で形状自由度が高く、耐衝撃性に優れた耐衝撃部材を高効率に

製造することのできる製造方法が提供される。

[0053] 本発明を詳細にまた特定の実施態様を参照して説明したが、本発明の精神

と範囲を逸脱することなく様々な変更や修正を加えることができることは当

業者にとって明らかである。

本出願は、 2 0 1 1年 1 2 月7 日出願の日本特許出願 （特願 2 0 - 2

6 8 7 6 ) 及び 2 0 1 1年 1 1月2 8 曰出願の日本特許出願 （特願 2 0

1 - 2 5 9 0 4 6 ) に基づくものであり、その内容はここに参照として取り

込まれる。

符号の説明
[0054] 開断面部

リブ部

3 パネル部

4 開断面部内側



請求の範囲

開断面部 とその内側 にある リプ部か らな り、該開断面部 と該 リプ部

の うち少な くとも一方は熱可塑性樹脂 を含む炭素繊維強化複合材料か

らな り、他方は熱可塑性樹脂か らなるものであ ってもよぃ耐衝撃部材

であ って、該耐衝撃部材 における熱可塑性樹脂の存在量が、炭素繊維

0 0 質量部 に対 し3 0 ~ 1 0 0 0 質量部であ り、該炭素繊維の平均

繊維長が 3 ~ 1 0 0 m m であることを特徴 とする耐衝撃部材。

開断面部 と リプ部のいずれもが炭素繊維強化複合材料か らなる請求

項 1 記載の耐衝撃部材。

開断面部の熱可塑性樹脂の存在量 （炭素繊維 1 0 0 質量部あた りの

質量部） と、 リブ部の熱可塑性樹脂の存在量 （炭素繊維 1 0 0 質量部

あた りの質量部）か ら、下記式 （ί )

熱可塑性樹脂存在量比 （％ ) = 1 0 0 X ( リプ部の熱可塑性樹脂

の存在量 一開断面部の熱可塑性樹脂の存在量）/ 開断面部の熱可塑性

樹脂の存在量 （ί )

で求め られる熱可塑性樹脂存在量比が— 6 0 % ~ + 4 5 % である請求

項 1 または 2 に記載の耐衝撃部材。

該耐衝撃部材 における開断面部の底面内の任意の方向及び同一面内

で これ と直交する方向についての引張弾性率の、大 きい方の値 を小さ

い方の値で割 った比が 1 . 0 ~ 1 . 3 である請求項 1 ~ 3 のいずれか

に記載の耐衝撃部材。

開断面部の熱可塑性樹脂の存在量 （炭素繊維 1 0 0 質量部あた りの

質量部） と、 リブ部の熱可塑性樹脂の存在量 （炭素繊維 1 0 0 質量部

あた りの質量部）か ら、下記式 （ί )

熱可塑性樹脂存在量比 （％ ) = 1 0 0 X ( リプ部の熱可塑性樹脂

の存在量 一開断面部の熱可塑性樹脂の存在量）/ 開断面部の熱可塑性

樹脂の存在量 （ί )

で求め られる熱可塑性樹脂存在量比が— 6 0 % ~ + 4 5 % であ り、開



断面部の底面内の任意の方向及び同一面内で これ と直交する方向につ

いての引張弾性率の、大 きい方の値 を小さい方の値で割 った比が 1 .

0 . 3 である請求項 1 ~ 4 のいずれに記載の耐衝撃部材。

該耐衝撃部材 における開断面部及び リプ部の熱可塑性樹脂の存在量

が等 しく、底面内の任意の方向及び同一面内で これ と直交する方向に

ついての引張弾性率の、大 きい方の値 を小さい方の値で割 った比が 1

. 0 . 3 である請求項 1 〜 5 のいずれかに記載の耐衝撃部材。

該繊維強化複合材料中に含 まれる炭素繊維が、下記式 （1 ) で定義

される臨界単糸数以上で構成 される繊維束 （A ) の、該繊維強化複合

材料中の炭素繊維全量 に対する割合が 2 O V o I % 以上 9 9 V o I %

未満であ り、かつ炭素繊維束 （A ) 中の平均繊維数 （N ) が下記式 （

2 ) を満たす、請求項 1 又 は 2 に記載の耐衝撃部材。

臨界単糸数 = 6 0 0 / D ( 1 )

0 . 7 X 1 0 4 / D 2 < N < 1 X 1 0 5 D 2 ( 2 )

( ここで D は炭素繊維の平均繊維径 （ m ) である）

請求項 1 ~ 7 のいずれかに記載の耐衝撃部材であ つて、 リプ部が、

開断面部 において対向 している面 どう しをつな ぐ構造 を有する耐衝撃

部材。

請求項 1 〜 8 のいずれかに記載の耐衝撃部材であ つて、 リプ部 を 2

つ以上有する耐衝撃部材。

請求項 1 ~ 9 のいずれかに記載の耐衝撃部材であ つて、 リプ部の高

さが、開断面部の底面か らの開口部の高さに対 して 5 % ~ 1 0 0 % の

割合 にある耐衝撃部材。

請求項 1 ~ 1 0 のいずれかに記載の耐衝撃部材であ って、開断面部

の板体 に対 して垂直な リプ部 を有する耐衝撃部材。

請求項 1 ~ 1 1 のいずれかに記載の耐衝撃部材であ って、開断面部

に直行する面 に対 して対称な リプ部 を有する形状である耐衝撃部材。

請求項 1 ~ 1 2 のいずれかに記載の耐衝撃部材であ って、開断面部



の板体の総面積 に対 して、 リブ部の総面積の割合が 1 % 以上 となるよ

う リプが形成 されている耐衝撃部材。

耐衝撃性能が 4 X 1 0 1 1 ( N 3 g ) 以上である請求項 1 ~ 1 3 の

いずれかに記載の耐衝撃部材。

該耐衝撃部材が更に開断面部の端部 に連続するパネル部 を有 し、開

断面部 と リプ部 とパネル部 を一体成形 した請求項 1 ~ 1 4 のいずれか

に記載の耐衝撃部材。

該耐衝撃部材 における熱可塑性樹脂の存在量が、炭素繊維 1 0 0 質

量部 に対 し3 0 5 0 0 質量部である請求項 1 〜 1 5 のいずれかに記

載の耐衝撃部材。

繊維長 3 ~ 1 0 O m m の炭素繊維 と熱可塑性樹脂 とか ら構成 され、

炭素繊維が 2 5 ~ 3 0 0 0 g m 2の 目付 けであ り、前記式 （1 ) で

定義 される臨界単糸数以上で構成 される炭素繊維束 （A ) の、 マ ッ ト

の繊維全量 に対する割合が 2 O V o I % 以上 9 9 V o I % 未満であ り

、かつ炭素繊維束 （A ) 中の平均繊維数 （N ) が前記式 （2 ) を満た

す ことを特徴 とするランダムマ ツ 卜をプ レス成形 して得 る請求項 1 ~

1 6 のいずれかに記載の耐衝撃部材の製造方法。

繊維長 3 ~ 1 0 0 m m の炭素繊維 と熱可塑性樹脂 とか ら構成 され、

炭素繊維が 2 5 ~ 3 0 0 0 g m 2の 目付 けであ り、前記式 （1 ) で

定義 される臨界単糸数以上で構成 される炭素繊維束 （A ) の、 マ ッ ト

の繊維全量 に対する割合が 2 O V o I % 以上 9 9 V o I % 未満であ り

、かつ炭素繊維束 （A ) 中の平均繊維数 （N ) が前記式 （2 ) を満た

す ことを特徴 とするランダムマ ツ 卜を、熱可塑性樹脂の軟化点以上熱

分解温度未満の温度 まで加熱 して得 られるプ リプ レダと し、該 プ リプ

レグをプ レス成形 して得 る請求項 1 ~ 1 6 のいずれかに記載の耐衝撃

部材の製造方法。
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